
（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 75,398,430 12,458,249 83,208,357 △ 20,231,531 △ 36,645

純経常行政コスト △ 29,739,904 △ 29,739,904

一般財源

地方税 17,821,735 17,821,735

地方交付税 3,376,156 3,376,156

その他行政コスト充当財源 2,462,345 2,462,345

補助金等受入 6,760,915 420,910 6,340,005

臨時損益

災害復旧事業費 △ 470,007 △ 470,007

公共資産除売却損益 10,351 10,351

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 1,315,171 △ 1,315,171

公共資産処分による財源増 △ 1,768 △ 51,871 39,075 14,564

貸付金・出資金等への財源投入 923,073 △ 923,073

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 462,495 462,495 0

減価償却による財源増 △ 483,722 △ 2,699,350 3,183,072 0

地方債償還等に伴う財源振替 1,357,232 △ 1,357,232

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0

期末純資産残高 75,620,021 12,393,669 83,590,117 △ 20,341,684 △ 22,081

平成２３年度　普通会計　純資産変動計算書
自　平成23年4月  1日

至　平成24年3月31日

純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産

の部」について、会計年度中の動きを表すも

のです。

純経常行政コストおよそ297億円は、受益者

負担以外の財源である地方税、地方交付税、

その他行政コスト充当財源といった一般財源

と国・県からの補助金によりそのほとんどが

賄われています。

通常の行政活動では発生しない損益が計上さ

れます。

本年度は、昨年度に引き続き災害復旧事業費

が計上されています。これは東日本大震災に

伴う災害復旧事業費のうち、平成２３年度中

に実施されたものです。

「科目振替」では、公共資産等の整備や減価

償却に伴う財源等について計上すべき科目の

振替処理を行います。純資産残高の増減には

影響しません。


